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 新型コロナの感染拡大が抑制傾向にある国として、先進国の中では英国が目立っています。7月19日
からロックダウンが解除されたにもかかわらず、感染拡大はピークアウトしたように見えます。英国
では成人の75％以上がワクチン接種を完了しており、ワクチン接種の普及が感染拡大の抑制につな
がっているとみられます。日本では、菅首相が「10月初旬までに、希望する国民の8割がワクチンを2
回接種できる体制を目指す」と述べており、ワクチン接種の進展で感染拡大が抑制されていくかもし
れません。

 また、10月前後に予想される衆議院選挙に向け、菅内閣の支持率低迷が続くなか、与党が選挙対策で
大型経済対策を打ち出す可能性があります。衆議院選挙を控えて、政策期待が高まることなどの材料
が国内株式市場を下支えすることが期待されます。

期間：2020年12月30日～2021年8月18日、日次
出所：ブルームバーグをもとにちばぎんアセットマネジメント作成

足元の株式市場について

2021年8月24日

国内はワクチン接種進展や衆議院選挙に向けての経済対策発表に期待

期間：2020年12月30日～2021年8月17日、日次
出所：ブルームバーグをもとにちばぎんアセットマネジメント作成

堅調な米国株式市場、上値の重い国内株式市場

 足元の米国株式市場は非常に堅調です。新型コロナウイルスのワクチン接種が進み、経済活動の再開
が進むなかで、8月に入ってからもNYダウは最高値を何度も更新しています。FRB（米連邦準備制度
理事会）が緩和的な金融政策を維持するとの見方で、3月に1.7%台まで上昇した米長期金利が、足元
では1.2％前後で落ち着いていることも、米国株式市場のサポートになっているとみられます。

 一方、国内株式市場は、2月に日経平均株価が終値ベースで30,467円の高値をつけて以降、上値の重
い展開が続いています。主な理由は2点考えられます。1つ目は、中国景気の減速懸念です。直近では、
8月16日に発表された7月の小売売上高や鉱工業生産はそれぞれ市場予想・前月実績を大きく下回りま
した。また、このところ中国当局が学習塾やネット企業の規制強化を相次いで発表しており、関連銘
柄の株価は大きく下落しています。足元の経済指標の悪化や、中国当局の規制強化の動きが、中国景
気の先行きへの懸念を高めています。

 2つ目は、コロナ禍からの出口が見通しづらいことです。欧米に比べワクチン接種が遅れるなか、足
元ではデルタ株による感染が急拡大しており、経済活動の再開が先送りとなっていることは、内需株
中心に株価にとってネガティブです。
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